
地域の公共施設のあり方について

新潟市 財務部 財産活用課

資料１
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何の量だと思いますか？

 東京ドーム（約47,000㎡）が57個分
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市有の建物（行政財産）の内訳

 施設数：1805施設

 延床面積：約268万㎡

「財産白書（平成27年度版）」16ページ「図3-7 行政財産建物の用途別保有状況」より作成
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・学校＋公営住宅で、約60%を占める

・地域に身近で誰でも使える施設
（コミセン、図書館、体育館など）は、
約10%

・地域に身近で利用者が特定の施設
（保育園、老人憩の家など）は、
約5% 57.9%



公営住宅を除くと、市民1人あたりの面積は最大
政令市の平均値：2.20㎡/人

新潟市＝2.90㎡/人

「財産白書（平成27年度版）」21ページ「図3-12 人口1人あたりの建物保有状況（公営住宅以外の行政財産）」より作成
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昭和５０年代に整備した施設（築後３０年以上
経過）の更新時期が迫る

約99万㎡

旧耐震基準（昭和56年5月31日以前）

約171万㎡

新耐震基準（昭和56年6月1日以降）

「財産白書」58ページ「図3-17 築年別にみた公共施設の整備状況」より作成

昭和５０年代に
集中して整備
約82万㎡
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人口減少、少子・超高齢化の進行

年少人口

30年間で約18%、約14万4千人の減

約4万人の減（▲３９％）
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約6万人の増（+３２％）

生産年齢人口

「財産白書」９ページ「図2-１ 本市の将来推計人口」より作成：
資料「日本の地域別将来推計人口」国立社会保障・人口問題研究所
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公共施設の将来費用予測

シナリオ
今後５０年間の
必要額

年平均の
必要額①

H17～24年
平均額②

年平均
不足額
①―②

標準

建替周期６０年
１兆２，２３３億円 ２４５億円

１２１億円

▲１２４億円

長寿命化

建替周期８０年
８，９８８億円 １８０億円 ▲５９億円

長寿命化しても、更新費用の大幅な不足が見込まれる。今ある施設を全てそのまま維

持していくことは困難。

「財産白書」60，61ページ「図3-18，3-19 将来費用算出結果」より作成
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「財産白書」を作成

公共施設のコスト状況・利用状況・老朽化の状況など

について、あるがままの姿をみえる化

消防施設・上下水道施設・清掃施設・小規模施設など

を除いた877施設、約237万㎡が対象（平成27年度版）

今後の公共施設のあり方について、市民の皆様とともに

考えていくための資料として活用

7
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圏域
区分

中央区 西区 東区 秋葉区 北区 江南区 西蒲区 南区 計

Ⅰ
（市を代表する施設）

35 4 5 2 0 0 2 1 49

Ⅱ
（区を代表する施設）

20 9 6 12 7 9 16 10 89

Ⅲ
（地域に密着した施設）

99 103 78 65 80 80 111 70 686

公営住宅 12 5 14 8 3 3 7 1 53

計 166 121 103 87 90 92 136 82 877

各区の施設数

H27施設カルテ調査より作成

圏域Ⅰ類：りゅーとぴあ、水族館など
圏域Ⅱ類：区文化会館、総合体育館など
圏域Ⅲ類：コミュニティセンター、公民館、小中学校など

※条例が重複している施設は1施設として計上しています
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各区の施設延床面積（圏域Ⅰ～Ⅲ類）
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「財産白書（平成27年度版）」22ページ「図3-14 各区の圏域別の建物保有状況（区人口順）」より作成
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各区の人口1人あたりの建物保有状況

「財産白書（平成27年度版）」23ページ「図3-15 圏域別の人口1人あたりの建物保有状況（区人口順）」より作成

（りゅーとぴあ、水族館など市を代表する施設）

（区文化会館、総合体育館など区を代表する施設）

（上記以外の地域に密着した施設）
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用途 中央区 西区 東区 秋葉区 北区 江南区 西蒲区 南区 計

地区公民館 3 2 2 0 2 2 3 2 16

公民館 0 5 2 0 2 1 6 4 20

コミュニティセンター 3 2 3 5 6 3 1 10 33

コミュニティハウス 6 2 5 0 0 0 0 0 13

地区集会場 0 3 1 3 2 8 5 0 22

計 12 14 13 8 12 14 15 16 104

H27施設カルテ調査より作成

コミュニティセンターなどの施設数（圏域Ⅲ類）

※2つの用途がある施設は、代表的な用途に計上しています。
例：江南区文化会館（文化会館と市民会館の複合施設）→文化会館に計上
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H27施設カルテ調査より作成

コミュニティセンターなどの施設延床面積
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H27施設カルテ調査より作成

コミュニティセンターなどの
区の人口1人あたりの建物保有状況
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用途 中央区 西区 東区 秋葉区 北区 江南区 西蒲区 南区 計

区役所 1 1 1 1 1 1 1 1 8

出張所 2 2 1 1 1 1 4 2 14

連絡所 1 2 1 0 3 3 0 0 10

計 4 5 3 2 5 5 5 3 32

H27施設カルテ調査より作成

区役所・出張所・連絡所の施設数
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区役所・出張所・連絡所の施設延床面積
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ここまででわかったこと

公共施設の保有状況は、区によって異なる

 合併市町村を含む区は、旧自治体ごとにフルセットで施設を

所有していたことから、区民1人あたりの保有面積が大きい

 旧新潟市を含む区は、区の保有面積は大きいものの、人口

が多いため、区民1人あたりの保有面積は小さくなる傾向



1人あたり
延床面積
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行政サービスの定量的評価（コミュニティ施設）

葛塚中学校区
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１年間の公共施設の利用状況は・・・

市政世論調査（平成25年度）より作成

約９割
が、ほと
んど公共
施設を利
用しない
現状

13.1%

4.6%

1.6%
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16.6%
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42.2%
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65.0%

56.0%

55.2%

68.8%

97.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公民館

コミセンなど

区の文化会館

市民会館

芸術文化会館
音楽文化会館

美術館
水族館
博物館

図書館
図書室

体育施設

老人憩の家

ほぼ毎日

週に2,3回

月に数回

年に数回

利用しない
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公共施設の利用状況・コスト状況の分析
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利用状況：×
コスト：○

利用は少ないが
コストは低い施設

利用状況：×
コスト：×

利用が少ない上に
コストが高い施設

利用状況：○
コスト：×

利用は多いが
コストが高い施設

低 高

コ
ス
ト

少

多

利用状況：○
コスト：○

効率的な運営を
行っている施設

利用率・単位利用量

領域1領域2

領域3領域4

品質高：
老朽化率が50％未満
かつ
耐震化率50％以上

品質中：
老朽化率が50％以上75％未満
かつ
耐震化率50％以上

品質低：
老朽化率が75％以上
または
耐震化率50％未満利用状況・コスト状況が良

く、老朽化していない施設

利用状況・コスト状況が悪
く、老朽化した施設

利用状況は良いが、コスト状況
は悪く、老朽化は普通の施設
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関屋地区公民館

味方公民館

七穂公民館

漆山公民館

小針青山公民館

横越地区公民館

黒埼南部公民館

両川公民館

北地区公民館

黒埼北部公民館

豊栄地区公民館岩室地区公民館

間瀬公民館

味方地区公民館

西白根公民館

中之口地区公民館

峰岡公民館

中地区公民館

坂井輪地区公民館

石山地区公民館

鳥屋野地区公民館

曽野木地区公民館

巻地区公民館

巻ふるさと会館

中野小屋公民館

大形公民館

南浜公民館

濁川公民館

木戸公民館

西地区公民館

かたひがし生活体験館

月潟西公民館

巻やすらぎ会館
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コ
ス
ト

公民館の利用状況・コスト状況は・・・

H27施設カルテ調査より作成

品質高：
老朽化率が50％未満
かつ
耐震化率50％以上

品質中：
老朽化率が50％以上75％未満
かつ
耐震化率50％以上

品質低：
老朽化率が75％以上
または
耐震化率50％未満

利用は多いが、コストがやや高い。

また、耐震性は確保されているも
のの、老朽化が進みつつある。



H24年12月：笹子トンネル天井板落下事故

↓

H25年11月：「インフラ長寿命化基本計画」を策定（国土交通省）

↓

H26年 4月：上記計画の行動計画として、地方公共団体に

「公共施設等総合管理計画」の策定を要請（総務省）

↓

H27年 7月：「新潟市財産経営推進計画」を策定

22

財産経営推進計画 基本方針編

公共施設マネジメント編 インフラ資産マネジメント編

「新潟市財産経営推進計画」を策定

個別計画
・地域別の実行計画
・公共建築物長寿命化指針 など

個別計画
・道路施設維持管理計画
・橋梁長寿命化修繕計画 など



「財産経営推進計画」の基本的な考え方

23

①施設の最適化

財産経営の４つの柱

既存施設の転用や多機能化・複合化、民間サービス代替
など

定期的な点検・診断と保全などにより施設を長寿命化②施設の長寿命化

施設の修繕・更新時期に合わせて施設規模の見直しや
管理・運営の効率化などによりコスト削減

③歳出の削減

施設跡地など不要となった財産は、売却・貸付などにより
歳入確保

④歳入の確保

公共施設の基本方針

総量削減 サービス機能の維持
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今後の公共施設はどうあるべきか？（アンケート）

公共施設に関する市民アンケート（平成26年度）より作成

施設の建替え時には、多機能化・
複合化を進める

利用の少ない施設は廃止し、売却・
貸付することで財政に役立てる

民間施設を格安で利用できるよう
な制度をつくり、民間施設を活用

利用料金を増やすなどして施設を
維持

今ある施設は、ほかの予算を削っ
てでも維持 6.4%

14.6%

38.8%

51.1%

そう思う 60.9%

11.4%

20.8%

34.8%

31.9%

どちらかといえば

そう思う 27.4%

24.1%

22.5%

7.7%

6%

どちらかといえば

そう思わない
2.3%

46.1%

35%

9.5%

5.1%

そう思わない
3.3%

12.1%

7.2%

9.3%

5.9%

わからない
6.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

多機能化・複合化や、施設の処分など、
合理的な管理・運営を支持
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【柱① 施設の最適化】手法（例）

手法

A
既存施設の
多機能化・複合化

B
改築・大規模改修に
よる集約化

C
廃止施設の
用途転用

D
各施設の相互連携
やソフトでの対応等
（運用上の工夫）

現状

手法
実施後

Ａ施設
老朽度：高

低・未利用室：なし

B施設
老朽度：低

低・未利用室：あり Ａ施設
老朽度：高

B施設
老朽度：高

Ａ施設
老朽度：高

B施設
老朽度：低

Ａ施設

B施設

C施設

機能重複有
施設ごとに管理

Ａ施設
廃止
（売却）

Ｂ施設
集約・複合化

Ｂ施設の低・未利用
室を活用し、施設を
複合化（集約化）

A施設
廃止
（売却）

Ｂ施設
改築または
大規模改修

Ｂ施設の改築
または大規模改修
（民間施設の活用も可）

Ａ施設
廃止

Ｂ施設
廃止し
用途転用

Ｂ施設を
用途転用し活用

Ｂ施設

Ａ施設 C施設

貸室管理・窓口の一本化
運用効率化によるコスト縮減

施設を
使っての
サービスに
代え

ソフト事業
や民間によ
るサービス
を提供



【柱① 施設の最適化】地域別実行計画づくり
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地域別の実行計画とは

• 地域全体の公共施設の将来のあり方を検討し、施設総量が
削減されてもサービス機能をできるだけ維持するための計画

• 計画の策定にあたっては、地域の皆さまと市との協働によ
り進める

 学校の統合など、公共施設に動きのある地域から順次着手

 中学校区を基本として、最終的に55地域で策定

 公共施設の課題
 望ましい将来の姿
 公共施設の再配置案
 実行スケジュール

など
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地域別実行計画の策定に向けて

中学校区ごとに、以下の課題を整理
•地域概況、動向
•人口、世代構成とその将来予測
•施設の状況
（利用率、老朽度合など）
•将来に向けた検討課題
•児童生徒、学級数推計

①地域別検討資料の公開

②地域ワークショップを開催

•地域別実行計画を策定するにあたり、地域のみなさんのご意見を
反映するための大切な機会のひとつ
•地域でコミュニティ活動をしている方や、PTAなどのほか、公募に
よるメンバーで構成

地域別実行計画の策定にあたり、

市と地域住民が意識共有を図ったうえ
で、協働で作業を進めるための
参考資料として活用



（参考）西蒲区潟東地域での取り組み

昨年８月から今年７月まで、全７回のワークショップを開催。

ワークショップのほか、ニューズレター（広報紙）・オープンハウス
（パネル展示型説明会）により、情報提供・意見聴取を実施。

ワークショップの様子 オープンハウスの様子
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（参考）対策案の評価（例）

ポイント 案1 案2 案3 案4

①過度な財政負担が将来世代に残
らない

○現状より低コスト ◎最も低コスト

現
状
（
比
較
の
基
準
）

○現状より低コスト

②地域に必要な機能を維持・改善
する

◎複合化により使い勝手が向上 △機能はやや低下 ○機能は維持される

③地域の まとまりや中心性を保つ ◎中心性が向上 △中心の二極化が懸念 ○中心性が維持

④地域が活性化する ◎中心性、拠点性が増す △中心部の活力低下の恐れ ○中心性が維持

⑤地域間や世代間で負担の公平
性やバランスが取れる

◎将来世代の負担減
多世代で利用しやすくなる

○将来世代の負担減
サービス機能がやや低下

○将来世代の負担減

⑥施設が有効に利用され、安全で
地域のためになる

◎複合化により使い勝手が向上
利用率向上が期待できる

△中心から離れるので利用率向
上には工夫が必要

◎既存施設が有効活用される

⑦アクセスしやすく、気軽に使える
◎アクセス性向上
駐車台数増加

○アクセス性維持
◎アクセス性維持
駐車台数増加

ポイントは、地域の課題や望ましい将来像に
よって設定されるため、地域によって内容が
異なります
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（参考）西蒲区潟東地域での取り組み
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多機能化・複合化の事例（神奈川県秦野市）

※出典：秦野市ホームページ
https://www.city.hadano.kanagawa.jp/zaisan/zaisan/shise/shokai/soshiki/conveni.html

• 庁舎近隣の公共施設移転に伴い、余裕ができた庁舎駐車場に、コンビニを誘致
• 土地賃貸収入を得るとともに、住民票の受け取りなどの公共サービスが２４時間提供
可能に

平日の朝8時30分まで
に請求書をコンビニ内
の投函箱に投函する
と、その日の夕方5時
以降にコンビニで住民
票を受取ることができ
ます。

図書館や公民館で借
りた本を、コンビニ内
の返却ボックスで返却
できます。

市の刊行物の購入や
予約ができます。

名産品などの購入がで
きます。
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多機能化・複合化の事例（東京都豊島区）

※出典：豊島区ホームページ
https://www.city.toshima.lg.jp/064/shinchosha/index.html ※出典：豊島区新庁舎整備推進計画

• 小学校および児童館跡地周辺を再開発し、老朽化した庁舎を移転整備するとともに、
店舗・マンションなどを複合化

• 民間事業者が施設を建設し、庁舎部分のみ市が買い取る形とし、その費用は旧庁舎
跡地を貸し付けるなどして捻出
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多機能化・複合化の事例（新潟県長岡市）

※出典：シティホールプラザ アオーレ長岡ホームページ
http://www.city.nagaoka.niigata.jp/ao-re/index.html

• 市役所機能の中心市街地集約化と、老朽化した旧厚生会館の後継施設整備の2つを
柱に、市民交流の拠点施設として整備

• 庁舎1階に総合窓口が設けられ、ワンストップサービスを提供
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地域のまちづくりを一緒に考えよう！

課題や望ましい将来の姿について、
地域にお住まいのみなさんで考える

多機能化・複合化などを実行

 地域への愛着が増す
 地域のニーズが反映され、施設を
利用する機会が増える

 異なる用途の施設がまとまること
で、多世代交流が生まれる

 利便性が向上する

公共施設のこれから・・・
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